予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費　　　
	事業名　ベンチャービジネス支援システム運用事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　産業技術課　ＩＴものづくり係　
電話番号：058-272-1111（内3051）　

　E-mail： 11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 728千円（前年度予算額：7,187千円）
　（総額：9,999千円【債務負担行為限度額H31-34　2,366千円】）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	7,187
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,187

	要求額
	728
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	728

	決定額
	728
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	728


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
ソフトピアジャパンベンチャービジネス支援システムは、ソフトピアジャパンドリーム・コアの入居企業に対し、インターネット環境を提供するためのものである。ドリーム・コアは、ＩＴベンチャー育成のための入居施設であり、入居後すぐにインターネットが利用できることが、ドリーム・コアの魅力となっている。その魅力を確保するためインターネット環境を持続運営し、また、平成29年度に機器賃貸借契約及び保守管理契約が終了することに合わせて、システムの見直しを行い、利便性の向上を図った。
（２）事業内容
　○機器導入
　　平成29年6月にネットワーク機器（メディアコンバータ、ルータ、レイヤースイッチ他）を調達し、更新作業を実施
　○保守管理委託（債務負担）

　　期間：平成29年7月1日から平成34年6月30日まで
　　
（３）県負担・補助率の考え方

岐阜県長期構想において、ソフトピアジャパンは「中部圏のＩＴ人材「育成」・「供給」拠点」として位置づけられている。
（４）類似事業の有無

無
３　事業費の積算内訳
（単位：千円）
	　
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34

	機器導入費
	6,359
	－
	－
	－
	－
	－

	保守料(債務)※
	 546
	728
	728
	728
	728
	182

	賃借料（H24-29債務）
	 30
	
	
	
	
	

	保守料（H24-29債務）
	 77
	
	
	
	
	

	賃貸料（再リース分）
	175
	
	
	
	
	

	合計
	7,187
	728
	728
	728
	728
	182


※債務負担（H29～34(６年)）3,640千円
	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　○岐阜県長期構想
Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

◆ソフトピアジャパンのＩＴ関連企業の集積や優れた情報基盤を活用し、地域産業の高度化を担う産業人材を育成・供給し、地元のＩＴ企業の競争力を強化する。

（２）後年度の財政負担
３　事業費の積算内訳のとおり
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
ＩＴベンチャー育成施設であるドリーム・コアのひとつの魅力であるインターネット環境を持続運営し、ＩＴベンチャー企業の入居促進、ソフトピアジャパンエリアの情報産業の振興を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ソフトピアジャパンセンター入居施設入居率
[課内指標]
	センタービル、アネックス及びドリーム・コア

62.7%  

（H17）
	72.5%
（H28.4.1現在）
	69.8%
（H29.4.1現在）
	68.8%
（H29.8.1現在）
	80.0%
（H32.4.1現在）
	86.0%

	
	ワークショップ２４

54.1%
（H25.3）
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成29年6月末に本システムの更新を行い、保守管理委託を実施している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　インターネット環境の持続運営を行いＩＴベンチャー育成施設としての魅力を確保した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	情報関連産業においてインターネット環境は必須であり、ＩＴベンチャー育成施設に入居してすぐ使用することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	近年の入居施設の入居率は低下傾向にある。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	旧システムにおける課題を解決し、維持運営を効率的に実施している。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　入居施設の入居率の向上(入居施設への企業等の入居促進)



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続きＩＴベンチャー企業の育成に取り組むため、ベンチャー支援システムの管理運営を継続する。



